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女性活躍の推進を目指して 

 

女性活躍の推進のためには、女性一人ひとりが、仕事・家庭・地域活動など、あらゆる

分野で本人の希望に応じ、個性や能力を発揮できる環境を整備することや、家事・育児・

介護の負担が偏っている女性の負担軽減を図り、安心して子育て・介護・仕事に取り組め

るよう、子育て世代に向けた支援の充実や職場環境づくりを進めることが重要でありま

す。 

  

このため、昨年５月に女性活躍の推進に向け、庁内関係部局が連携して施策推進を図る

ことを目的として、「女性活躍推進本部」を設置いたしました。 

 

また、私自身が県内各地に直接出向き、様々な地域や分野の女性からご意見を伺う「女

性活躍１００人会議」を開催し、子育て中の方、企業の経営者の方などから、直面してお

られる課題を含め、幅広くご意見やご指摘をいただきました。 

 

これらのご意見や、女性活躍推進本部での検討などを踏まえ、女性がライフステージに

応じて、職場・家庭・地域でいきいきと活躍でき、家庭と仕事のバランスの取れた充実し

た生活が送れるよう、「しまね女性活躍推進プラン」を策定しました。 

 

 この「しまね女性活躍推進プラン」に基づき、県民の皆様と力を合わせて、女性活躍の

推進に全力で取り組んでまいります。 

 

                            令和２年３月 

島根県知事 丸山 達也 
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題
）

を
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る
た
め
の
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組

ライフステージに応じた島根県の女性活躍推進施策

立
ち
は
だ
か
る
壁

（
課
題

） この壁をこえるための取組が必要！

安心して家庭や仕事に取り組むことができる環境づくり

◯子育て世代に向けた支援の充実

◯子育て・介護や仕事に取り組むことができる環境づくり

男性の家事・育児・

介護の参加促進！

女性一人ひとりが、あらゆる分野で活躍できる環境の整備

経営者及び管理職の

意識・行動改革！
女性が働きやすい

職場環境の整備！

希望に応じた就業

や起業の実現！

女性活躍の実現！

切れ目のない子育

て支援の充実！
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ライフステージに応じた女性活躍推進施策の充実

就職・起業 結婚 妊娠・出産 子育て 介護主なライフステー

ジイベント

◯合計特殊出生率が全国第２位（１．７４） （出典：2018年人口動態調査）

◯働く女性の割合が全国第１位（74.6％） （出典：平成27年国勢調査）

◯子育て世代の女性の有業率が全国第１位（85.3％） （出典：平成27年国勢調査）

頑張っている島根県の女性！

●６歳未満の子どもを持つ世帯の１日の家事・育児・介護時間

男性 ６９分 ⇔ 女性 ４０７分 （出典：平成28年社会生活基本調査）

●「働き続けやすい」と感じる女性が３７．３％（出典：平成30年度県政世論調査）

女性に負担が偏っている状況！

<壁とは＞女性の活躍を阻む要因で

次のような状況が生じてくる。

・安心して子育てができなくなる

・働き続けられなくなる。

・キャリアアップができなくなる。

・第２子以降の出産をあきらめる。

島根県の女性の現状

子育てと仕事を両立

できる職場づくり支援
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第１章 
 

島根の女性を取り巻く状況 

 

 

 

 

 



 

 

- 2 - 

 

  



- 3 - 

 

平成27年８月に、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍推進

法」という。）が成立し、女性がそれぞれの希望に応じた働き方を実現できるよう、社会全体とし

て取り組んでいくこととなりました。 

島根は、働いている女性の割合が高く（H27国勢調査の生産年齢の労働力率が74.6％で全国

１位）、結婚や子育て期を迎えても就労継続を希望する女性が多い一方で、「働き続けやすい」と

感じる女性は37.3％（H30年度県政世論調査）にとどまっています。 

このため、就労を望む女性一人ひとりが結婚や子育てをしながら希望に応じた就業ができるこ

と、また、管理職など責任のある立場で活躍したり、これまで女性が進出しにくかった分野にお

いても就業できる取組が求められています。 

このため、女性が働き続けやすい職場環境づくりに取り組むとともに、女性の人材育成やキャ

リアアップ等を図ることが必要です。 

また、地域においても女性がその個性や能力を十分発揮しながら活躍していくことが求められ

ています。 

島根においては、女性の働いている割合や合計特殊出生率が全国上位にあり、多くの女性が働

きながら子育てをしています。 

その一方で、子育て世帯の男性の家事・育児・介護時間は69分／日と、女性の407分／日と比べ

て約６分の１と少なく（H28年社会生活基本調査）、女性に負担が偏っている状況があります。 

その背景として、「子育ては母親でなければならない」とか「家事、介護は女性の方が向いてい

る」といった固定観念が根強く残っていることが考えられます。 

男女が協力して子育て・介護や仕事に取り組めるよう、夫婦間の分担を見直すことや、職場に

おいて、男女とも育児・介護休業が取得しやすく、子育てや介護に対応した柔軟な働き方ができ

る環境を整えることなどが必要です。 

これからの島根を担う若い世代にとっても、家庭も仕事も大事にしながらいきいきと暮らすこ

とができる社会の実現が求められます。 
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   （出典：人口動態調査）   

     

   （出典：国勢調査）   
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   （出典：国勢調査） 

 

 

 
   （出典：H28社会生活基本調査） 
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第２章 
 

あらゆる分野での活躍推進 
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１．女性一人ひとりが、あらゆる分野で活躍できる環境の整備 

 

【島根創生計画における取組の方向】 

女性がライフステージに応じ様々な分野で活躍できるよう、キャリア形成の支援やロー

ルモデルの普及啓発を行い、また、女性が進出しにくかった分野においても就業や起業を

実現できるよう、支援を行います。 

企業等においては、女性が多様な職種での能力の向上や、管理職等としての活躍、キャ

リアアップを実現することができるよう、また、地域においては、魅力ある地域づくりや

次代を担う人づくりを女性自らが企画し実践しやすい環境づくりが進むよう、支援を行い

ます。 

 

【総合戦略アクションプラン】 

（ア）女性の多様な生き方の普及啓発 

 女性の多様な生き方やロールモデルの普及啓発のためのセミナー等を開催 

（イ）女性一人ひとりの希望に応じた就業や起業の実現 

 就業に向けた相談窓口の機能強化や、新たに起業に関するセミナー等を開催 

（ウ）企業等における人材の育成・キャリアアップ・定着 

 経営者等の意識改革、女性の能力向上やロールモデルの育成、管理職への登用等企業

の取組への支援を拡充 

（エ）女性が自ら企画し実践する地域活動の促進 

 女性が中心となる民間の団体やグループによる地域社会の活性化等を図るための活

動を支援 

  

【アクションプランに基づく取組】 

（ア）女性の多様な生き方の普及啓発 

・若い世代が、就職活動等、将来設計を考える上で、男女の区別なく個性と能力を発揮

し、男女共同参画の視点を持って多様なライフキャリアを考え、選択することができ

るためのセミナーを開催します。 

・地域や企業等で活躍する女性をロールモデルとしてホームページ等で情報発信し、女

性の意識醸成の促進を図ります。 

・建設産業で働く女性で構成される団体等が行う、女性の建設現場での活躍をＰＲする

活動や、職場の垣根を越えた交流により互いを支え合うことで定着を促す活動などに

必要な経費を支援します。 
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（イ）女性一人ひとりの希望に応じた就業や起業の実現 

・女性の就職相談窓口「レディース仕事センター（松江市と浜田市に設置）」において、

女性が自らの能力や経験などを活かして多様な働き方ができるよう、キャリアカウン

セリングや職業紹介、合同企業説明会などを行います。 

また、相談員を１名増員し、出張相談会や就労ニーズを踏まえた求人開拓を行うなど

相談体制を強化します。 

・働く意欲はあるが育児・介護など様々な理由で自らの希望に沿った働き方ができてい

ない女性を対象に、資格取得・スキルアップ・多様な働き方等を情報提供するセミナ

ーや起業に関心のある女性を対象とした勉強会を開催します。 

「レディース仕事センター」や「しまね産業振興財団」との連携を図り、就業や起業

に向けた支援を行います。 

（ウ）企業等における人材の育成・キャリアアップ・定着 

・女性の管理職登用促進や研修機会不足の解消、女性が働きやすい職場環境づくりを推

進するため、女性を対象とした階層別セミナー等の開催地域を拡大し、県内の幅広い

地域の企業等における女性活躍の推進を支援します。 

・県内企業等における女性の活躍とワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の促

進を図るため、職場においていきいきと活躍するとともに仕事以外の生活を本人の希

望する形で充実させている女性を表彰し、ロールモデルとしてＰＲします。 

・女性活躍の推進に向けて、経営者や管理職等の意識改革、行動改革を図るため、女性

の管理職登用やキャリアアップ、男性も女性も働き続けやすい職場環境づくりを進め

るためのセミナー等を開催します。 

（エ）女性が自ら企画し実践する地域活動の促進 

・女性が中心となって活動する民間の団体やグループが自主的・主体的に企画実施する

事業を支援する「しまね女性ファンド」により、魅力ある地域づくりや時代を担う人

づくりなど、地域社会の活性化等を図ります。 
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第３章 

 

安心して家庭や仕事に 

取り組むことができる環境づくり 
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１．子育て世代に向けた支援の充実 

 

【島根創生計画における取組の方向】 

結婚・妊娠期・出産期・子育て期の切れ目のない支援を通じて、安心して出産・子育てが

でき、家族がいきいきと暮らせる環境をつくります。 

 

【総合戦略アクションプラン】 

（ア）市町村における切れ目のない相談・支援体制づくりの支援 

 子育て世代包括支援センターを全市町村に設置し、県内のどこでも妊娠・出産・子育

て全般に関する総合相談が受けられる体制づくりを推進 

 産後のケア、病児・病後児保育や、地域の状況に応じて創意工夫した取組などを支援

し、切れ目ない支援体制を拡充 

（イ）産前・産後のサポート体制の充実 

 妊産婦への家事・育児援助などの訪問サポートや産後の専門的なケアの充実を図る市

町村の取組への支援を拡充 

（ウ）保育所の待機児童の解消 

 年度途中の入所希望に対応し待機児童を解消するため、保育定員を増やして受入体制

を拡充する私立保育所等を支援 

（エ）放課後児童クラブへの支援 

 放課後児童クラブの開所・閉所時間延長、新設・改修する際の施設整備や小学校の空

き教室等の活用への支援を拡充 

 放課後児童支援員の資格取得機会の確保、クラブ運営や児童支援に関するノウハウを

助言等により、支援員確保と質の向上を推進 

（オ）県全体の子育て応援促進 

 家庭、地域、団体、企業等が一体となり、県全体で子育てを応援するための「こっこ

ろパスポート」の協賛店の増加や利用の促進 

（カ）企業等と連携した仕事と子育ての両立支援の推進 

 従業員の子育てを積極的に支援する企業「しまね子育て応援企業（こっころカンパニ

ー）」の認定制度を普及し、企業における取組を推進 

（キ）男性の育児等への参加の推進 

 新たにキャンペーンや新婚家庭への家事手帳、男性向けの育児手帳の配布等を通じた、

男性の積極的な育児等への参加を推進 
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【アクションプランに基づく取組】 

（ア）市町村における切れ目のない相談・支援体制づくりの支援 

・子育て世代包括支援センターを全市町村に設置し、県内のどこでも妊娠・出産・子育

て全般に関する総合相談が受けられる体制づくりを推進します。 

・産後のケア、病児・病後児保育や、地域の状況に応じて創意工夫した取組などを支援

し、切れ目ない支援体制を拡充します。 

（イ）産前・産後のサポート体制の充実 

・産前・産後に一時的に家事や子供の世話が必要な家庭に対して、訪問して有償で家事・

育児のサポートを実施する市町村に新たに支援を行います。 

また、支援の必要な産婦を早期に発見し、産後の専門的なケアが受けられる体制を充

実するなど市町村における産前・産後のサポート・ケア体制の充実を新たに支援しま

す。 

（ウ）保育所の待機児童の解消 

・保育定員を増やして受入体制を拡充し、年度中途の入所希望に対応する私立保育所等

を支援し、待機児童解消を図ります。 

（エ）放課後児童クラブへの支援 

・クラブの開所時間を平日の１９時まで延長し、また、夏休み等の長期休業中は７時３

０分以前からクラブを開所するために必要な人件費等を新たに支援します。 

・待機児童解消のため、クラブの増設や小学校の空き教室等を活用するなどクラブの開設に

必要な改修費用等の一部を支援します。 

・放課後児童支援員の確保のため、放課後児童支援員資格研修の開催場所・回数を増や

し資格取得機会を拡充するとともに、「放課後児童支援スーパーバイザー」を新たに配

置し、クラブの運営や児童支援のノウハウの助言を行います。 

（オ）県全体の子育て応援促進 

・家庭、地域、団体、企業が一体となって、県全体で子育てを応援するため、「こっころ

パスポート」のデジタルパスポート化により普及と利用促進を図ります。 

・子育て支援に貢献していただいた方の功績を顕彰するための表彰制度を創設します。 

（カ）企業等と連携した仕事と子育ての両立支援の推進 

・「しまね女性の活躍応援企業」であり、かつ「しまね子育て応援企業（こっころカンパ

ニー）」である企業等を対象とし、休憩室の整備やテレワークの導入など、一般事業主

行動計画に基づく働きやすい職場環境づくりや、多様な働き方を実現するための設備

整備などの取組に係る費用の一部を助成します。 

（キ）男性の育児等への参加の推進 

・新たに、男性向けの「育児手帳」や新婚夫婦向けの「家事手帳」を配布するとともに、

キャンペーンなどを通じて、男性の育児への参加を推進します。 
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２．子育て・介護や仕事に取り組むことができる環境づくり 

 

【島根創生計画における取組の方向】 

男性が積極的に子育て・介護・家事を担う意識や、若者のワーク・ライフ・バランス等に

対する意識の向上を図るため、セミナー等を通じた意識啓発を行います。 

また、従業員が子育てや介護を仕事と両立させることができ、安心して働き続けられる環

境を整えるため、経営者・管理職の意識改革や、職場環境の改善などに積極的に取り組む事

業者を支援します。 

 

【総合戦略アクションプラン】 

（ア）男性の子育て・介護・家事の分担の促進 

 夫婦間の役割分担を促進するための情報提供や介護のためのセミナーの開催による

意識啓発 

 地域における男女共同参画推進に向け、市町村や男女共同参画サポーターとの協働に

よるセミナーを開催 

 若者を対象にライフデザインをテーマとしたセミナー等の開催による意識啓発 

（イ）子育て・介護と仕事の両立に向けた職場環境の整備に対する支援の充実 

 ワーク・ライフ・バランスをテーマとしたセミナーの開催や、経営者の新たなネット

ワークづくり等により、経営者・管理職の意識改革及び行動改革を促進 

 働きやすく仕事と家庭が両立できるよう、休憩室の整備や職場研修などに取り組む事

業者への支援を拡充 

 従業員の出産や育児による離職を減らすため、復職支援に取り組む中小・小規模事業

者等を支援 

 子育てしやすい柔軟な働き方ができるよう、時間単位の有給休暇制度や短時間勤務制

度の導入に取り組む中小・小規模事業者等を新たに支援 

 

【アクションプランに基づく取組】 

（ア）男性の子育て・介護・家事の分担の促進 

○ 家庭において、男性が積極的に子育て・介護・家事を担っていくための意識啓発・

支援 

・介護に関する基礎知識（介護保険制度や相談先）、認知症の理解、基本的な介護の方

法等に関する男性のための介護のミニ講座を新たに実施し、家庭における男性の介

護への参加を促進します。 

○ 地域における子育て・介護・家事などへの理解促進 

・地域において、男女共同参画に対する基本的な視点、情報等を身につけるために、

市町村と男女共同参画サポーターの協働でセミナーを開催します。 
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・若い世代が、男女共同参画の視点を持って、将来設計、就職活動、社会参画する力

を養うことができるよう、ワーク・ライフ・バランスや多様なライフキャリアの選

択等をテーマとしたセミナーを開催します。 

・小学校・中学校・高校での助産師による出前講座や、高校・大学等での人生設計講

座などを実施し、若い世代の結婚・妊娠・出産・子育てに関する理解と関心の向上

や医学的な知識の普及を促進します。 

・新たに、男性向けの「育児手帳」や新婚夫婦向けの「家事手帳」を配布するととも

に、キャンペーンなどを通じて、男性の育児への参加を推進します。 

 

（イ）子育て・介護と仕事の両立に向けた職場環境の整備に対する支援の充実 

○ 経営者・管理職の意識改革・行動改革の促進 

・経営者や管理職等を対象とし、男性も女性も働き続けやすい職場環境づくりを進め

るため、ワーク・ライフ・バランス等をテーマとしたセミナーを開催します。 

・誰もが安心して働くことのできる職場の風土づくりを促進するため、イクボスのネ

ットワークの構築、働きやすい職場づくりなどの取組を発信するためのフォーラム

の開催、女性活躍に積極的に取り組む企業の視察などを実施します。 

○ 子育て・介護をしながら働き続けやすい職場づくりの促進・支援  

・「しまね女性の活躍応援企業」であり、かつ「しまね子育て応援企業（こっころカン

パニー）」である企業等を対象とし、休憩室の整備やテレワークの導入など、一般事

業主行動計画に基づく働きやすい職場環境づくりや、多様な働き方を実現するため

の設備整備などの取組に係る費用の一部を助成します。 

・一般事業主行動計画（女性活躍推進法・次世代育成支援対策推進法）の策定の促進

を図り、企業等が自社の課題を認識し、女性活躍や従業員の仕事と生活の両立に積

極的に取り組むことができるよう支援します。 

・県内企業等における女性活躍の一層の促進を図るため、女性職員の採用や資格取得

のための助成、時間単位の休暇制度の創設などの働きやすい職場環境づくりに積極

的に取り組む事業主等を知事が表彰し、受賞企業等をＰＲします。 

・出産後３カ月以上の育児休業を取得し、職場復帰した従業員を３カ月以上雇用して

いる従業員５０人未満の県内事業所に対し、奨励金を支給します。 

・「時間単位の有給休暇制度」や「短時間勤務制度」などを導入し、利用実績がある従

業員５０人未満の県内事業所に対し、新たに奨励金を支給します。 

・新たに女性活躍推進員を２名配置し、建設企業に訪問面談を行うことで、女性活躍

のための支援策の普及啓発を図ります。また、訪問時に聞き取った女性活躍に関す

る悩み・課題・ニーズを適切な支援機関に取り次ぎます。 
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参考１ 

 

しまねの女性活躍推進事業一覧 

（令和２年度） 
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女性活躍
女性の

キャリア形成
しまね女性活躍推進事業
（起業・意識改革除く）

○地域や企業等で活躍する女性をロールモデルとして情報
　発信し、女性の意識醸成を促進【拡充】

地域における男女共同参
画推進啓発事業

○大学や専修学校等における若者を対象としたセミナーを
　実施

女性就労ワンストップ支
援体制整備事業

○県内企業等で就労を目指す女性を支援するため、ワンス
　トップの就職相談窓口の相談員を増員【拡充】
　（西部１人→２人、東部２人）

しまね女性活躍推進事業
（起業）

○資格や経験を活かした起業等を望む女性を対象にセミ
　ナーを開催【新規】

しまね結婚・子育て市町
村交付金事業

○出生数を増やすために市町村が取り組む「結婚支援」･
　「妊娠・出産支援」･「子育て支援」等の経費を助成

妊娠・
出産

産前・
産後ケア

しまね産前・産後安心サ
ポート事業

○市町村における産前・産後の一時的な育児・家事援助や
　産後の専門的なケアの充実を支援【新規】

子育て世代包括支援セン
ター開設促進事業

○子育て世代包括支援センターを開設する市町村を支援

みんなで子育て応援事業
（こっころ事業）

○県全体で子育てを応援する機運を醸成するための「こっ
　ころパスポート」の協賛店の登録や利用の促進
○こっころパスポートを、現行のカードに加えスマート
　フォンで表示できるようデジタル化【新規】
○「こっころ講師」を派遣し、子育て支援に取り組む民間
　団体（こっころ隊）の活動を支援

仕事と子育ての両立支援
事業（こっころカンパ
ニー認定事業）

○「しまね子育て応援企業（こっころカンパニー）」の認
　定制度の普及を推進

待機児童ゼロ化事業
○年度途中の入所希望に対応するため、保育定員を増やし
　て受入体制を拡充する私立保育所等を支援

第１子・第２子に係る保
育料軽減事業

○所得の低い子育て世帯等における３歳未満の第１子、第
　２子に係る保育料を軽減する市町村を支援

第３子以降保育料軽減事
業

○多子世帯の経済的負担を軽減するため、３歳未満の第３
　子以降の児童に係る保育料を軽減する市町村を支援

病児保育促進事業
○病児・病後児保育の開設を促進するため、開設経費を助
　成

学童保育
放課後児童クラブ支援事
業

○放課後児童クラブが閉所する時間を19時以降、夏休み期
　間中等の長期休業中に開所する時間を７時30分以前とす
　るため、必要な人件費相当額等を助成【新規】
○放課後児童クラブに従事する放課後児童支援員を新たに
　雇用する場合等に必要な経費を助成【新規】
○放課後児童支援員認定資格研修の回数増により資格取得
　を促進【新規】
○放課後児童クラブ運営や児童支援に関するノウハウの助
　言等を行う「放課後児童支援スーパーバイザー」を配置
　【新規】
○人材派遣会社等と連携し、不足している放課後児童支援
　員の確保対策を促進【新規】

主な実施内容

子育て

全体

幼児保育

男女共同参画

就職

起業

結婚

ライフステージ 事業名
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子育て
（続き）

学童保育
（続き）

放課後児童クラブ支援事
業（続き）

○県と市町村等を構成員とする推進会議の設置や、放課後
　児童支援員等が勤務しやすい環境を整備するための普及
　啓発、研修を実施【新規】
○放課後児童支援員連絡会の組織化を支援【新規】
○放課後児童クラブの運営に必要な経費を助成
○小学校の空き教室等の活用等により、増設や定員の拡大
　等を行う放課後児童クラブに対し、必要な経費を助成
　【新規】
○放課後児童クラブの創設、大規模修繕等の施設整備に必
　要な経費を助成
○市町村との連携により、長期休業中の児童の一時預かり
　事業を試行し、事業化に際しての課題を検討【新規】

仕事と子育ての両立支援
事業（育児手帳など）

○男性向けの育児手帳の配布やキャンペーン等を通じた、
　男性の積極的な育児参加（イクメン）を促進【新規】

仕事と子育ての両立支援
事業（家事手帳）

○夫婦の役割分担を話し合うきっかけづくりとして、新婚
　夫婦に対し「家事手帳」を配布【新規】

若者 ライフプラン設計講座 ○高校生・大学生を対象にライフプラン講座を実施

男性のための介護のミニ
講座

○男性のための介護のミニ講座を実施【新規】

意識改革
しまね女性活躍推進事業
（意識改革）

○経営者等の意識改革を図るためのセミナー等を実施
　【拡充】
○女性の活躍推進に向けて積極的に取り組む企業・団体を
　表彰

しまね女性活躍推進事業
（行動計画・補助金）

○女性も男性も共に働きやすく仕事と家庭が両立できる職
　場環境づくりに取り組む企業等に助成
○企業等における一般事業主行動計画策定支援のためのア
　ドバイザーを派遣

中小・小規模事業者等出
産後職場復帰促進事業

○従業員の３か月以上の育児休業取得と復職に取り組む従
　業員50人未満の事業所に対し奨励金を交付

子育てしやすい職場づく
り促進事業

○「時間単位の有給休暇制度」や「短時間勤務制度」等を
　導入して、子育てしやすい柔軟な働き方ができる環境を
　整える従業員50人未満の事業所に対し奨励金を交付
　【新規】

しまねの建設担い手確
保・育成事業

○建設産業で女性が活躍できる職場環境に向けた相談等に
　対応するため女性活躍推進員を配置【新規】
○建設産業への女性の就職促進や定着、家庭との両立に向
　けた取組を支援

ライフステージ 事業名 主な実施内容

介護

夫の
家事育児

就業
継続

働き続きやすい
職場づくり
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参考２ 

 

女性活躍１００人会議 

（令和元年度） 

（ご意見と対応） 
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 女性活躍推進を進めるに当たり、幅広い地域、各分野の女性の意見を聞く機会を設定し、知事

が直接県内の各地域に出掛け、地域の女性の実情を把握し、女性の意見を聞くことを目的として、

「女性活躍１００人会議」開催しました。 

 この「女性活躍１００人会議」は、令和元年５月以降、９回開催し、子育て中の方や企業で働

く方、地域で活動している方など様々な女性の方や、企業の経営者の方など、計８０人の方から

のご意見をお伺いしました。 

 

女性活躍 100人会議の開催実績 
      

回 日程 場所 会場 対象エリア 参加人数 

1 ５月３０日（木） 大田市 
男女共同参画センター 

「あすてらす」 
大田市 9 

2 ７月９日（火） 松江市 サンラポーむらくも 
企業・団体の 

代表者 
10 

3 ７月１３日（土） 浜田市 
島根浜田ワシントン 

ホテルプラザ 

浜田市 

益田市 
9 

4 ８月４日（日） 邑南町 
矢上交流センター 

（矢上公民館）  

江津市 

邑智郡 
10 

5 ８月２０日（火） 松江市 島根県民会館 

松江市 

出雲市 

安来市 

9 

6 ９月２日（月） 雲南市 島根県雲南合同庁舎 

雲南市 

奥出雲町 

飯南町 

8 

7 １０月１９日（土） 津和野町 津和野町民センター 

益田市 

津和野町 

吉賀町 

9 

8 １２月６日（金） 出雲市 出雲商工会議所 
企業の経営者

等 
7 

9 １２月１４日（土） 海士町 隠岐國学習センター 

海士町 

西ノ島町 

知夫村 

隠岐の島町 

9 

計 80 
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女性活躍１００人会議でのご意見を踏まえて、今後、新たに実施または拡充する取組 

いただいたご意見 新たに実施または拡充する取組 

１ 子育てに関するご意見 

 ①産前・産後のケアの充実 

 産後の体の回復は女性にとり大変。県外で

の出産時に、行政が実施する産後の家事代

行ヘルパー派遣制度があり、支援してもら

った。 

・産前・産後に一時的に家事や子供の世話

が必要な家庭に対して、訪問して有償で

家事・育児のサポートを実施する市町村

に新たに支援を行います。 

・また、支援の必要な産婦を早期に発見し、

産後の専門的なケアが受けられる体制を

充実するなど市町村における産前・産後の

サポート・ケア体制の充実を新たに支援し

ます。 

・子育て世代包括支援センターを全市町村

に設置し、県内のどこでも妊娠・出産・子

育て全般に関する総合相談が受けられる

体制づくりを推進します。 

・産後のケア、病児・病後児保育や、地域

の状況に応じて創意工夫した取組などを

支援し、切れ目ない支援体制を拡充しま

す。 

産後サービスなどワンオペに対する支援が

あれば、もう一人子供を産んでみようとい

う気持ちになると思う。 

産後ケアに県全体で取り組むべき。県東部

は支援が少ないので、県全体で利用できる

産後デイケアステーションのようなシステ

ムがあればよい。 

全市町村に産後ケアが導入されるように、

県としてバックアップしてもらいたい。 

 

行政、病院と地域が連携して、産後ケアを

進めていけるとよい。 

 

②放課後児童クラブの充実 

 放課後の子どもの預かりがないために、引

っ越すという事例があり、住まい、子ども

の学ぶ場と居場所、仕事がセットで整えら

れればよい。 

・クラブの開所時間を平日の１９時まで延長

し、また、夏休み等の長期休業中は７時３０

分以前からクラブを開所するために必要な

人件費等を新たに支援します。 

・待機児童解消のため、クラブの増設や小学校

の空き教室等を活用するなどクラブの開設

に必要な改修費用等の一部を支援します。 

・放課後児童支援員の確保のため、放課後児

童支援員資格研修の開催場所・回数を増や

し資格取得機会を拡充するとともに、「放

課後児童支援スーパーバイザー」を新たに

配置し、クラブの運営や児童支援のノウハ

ウの助言を行います。 

児童クラブの指導員の不足が問題。指導員

が確保できれば、子どもを預けることが可

能になる。 

 

保育園では朝早くから子どもを預かっても

らえたが、小学校１年生になって学童保育

になると、８時からしか開いていない場合

は、子どもをそこの玄関に置いて仕事に行

かなければならない。 

③男性の家事・育児等への参画 

 最近の父親は子育てに協力的であり、祖父母な

どの協力も得られているが、仕事にしっかり取

り組もうとする中で、子育てなどの不安もあ

り、支えがもっと必要と感じる。 

・新たに、男性向けの「育児手帳」や新婚

夫婦向けの「家事手帳」を配布するとと

もに、キャンペーンなどを通じて、男性

の育児への参加を推進します。 
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いただいたご意見 新たに実施または拡充する取組 

育児と仕事の両立について、男性の休業等の

制度があっても、利用しづらい状況がある。

男性がもっと子育てのできる環境、夫婦そろ

って育児と仕事の両立ができる環境を望み

たい。 

２ 女性の就労、職場環境等に関するご意見 

 ①女性の多様な働き方の促進 

 雇用先が少なく、選択肢が限定されているた

め、短時間のパートを希望しても、フルタイ

ムの勤務しかないので、子育てをしながら働

くことが難しい。 

・女性の就職相談窓口「レディース仕事セン

ター（松江市と浜田市に設置）」において、

女性が自らの能力や経験などを活かして

多様な働き方ができるよう、キャリアカウ

ンセリングや職業紹介、合同企業説明会な

どを行います。 

・また、相談員を１名増員し、出張相談会や

就労ニーズを踏まえた求人開拓を行うな

ど相談体制を強化します。 

・働く意欲はあるが育児・介護など様々な理

由で自らの希望に沿った働き方ができて

いない女性を対象に、資格取得・スキルア

ップ・多様な働き方等を情報提供するセミ

ナーや起業に関心のある女性を対象とし

た勉強会を開催します。 

・「レディース仕事センター」や「しまね産

業振興財団」との連携を図り、就業や起業

に向けた支援を行います。 

再就職に際して、第２子、第３子の妊娠、出産

のタイミング、子育て中の休みの取り方などを

考えると、仕事をしながらの子育てについて心

配になる。 

色々な職場で、リモートワークのように在宅勤

務ができる多様な働き方の改革があればよい。 

子育てをしながらもっと柔軟に働き続けたい

という人がいるので、そうした声をくみ上げ

て、若い人が仕事して子育てできる魅力ある地

域になって欲しい。 

 

②男女ともに働きやすい環境整備 

 女性が子育てしながら活躍するためには、

男性がもっと休める環境が必要。経済的な

支援や社会全体で子どもを育てやすい雰囲

気が広まってもらいたい。 

・「しまね女性の活躍応援企業」であり、か

つ「しまね子育て応援企業（こっころカン

パニー）」である企業等を対象とし、休憩

室の整備やテレワークの導入など、一般事

業主行動計画に基づく働きやすい職場環

境づくりや、多様な働き方を実現するため

の設備整備などの取組に係る費用の一部

を助成します。 

・一般事業主行動計画（女性活躍推進法・次

世代育成支援対策推進法）の策定の促進を

図り、企業等が自社の課題を認識し、女性

活躍や従業員の仕事と生活の両立に積極

的に取り組むことができるよう支援しま

す。 

女性が子育てをしながら、気持ちよく働けるよ

うなサポート体制が大切。 

 

中小企業では、育休を取ると他の人の負担にな

るので、何らかのサポートや助成金があると、

男性の育休が取りやすくなる。 
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いただいたご意見 新たに実施または拡充する取組 

・「時間単位の有給休暇制度」や「短時間勤

務制度」などを導入し、利用実績がある

従業員５０人未満の県内事業所に対し、

新たに奨励金を支給します。 

・誰もが安心して働くことのできる職場の

風土づくりを促進するため、イクボスのネ

ットワークの構築、働きやすい職場づくり

などの取組を発信するためのフォーラム

の開催、女性活躍に積極的に取り組む企業

の視察などを実施します。 
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＝女性活躍＝

指　標 島根県 鳥取県 岡山県 広島県 山口県 東京都 出　典

1.74 1.61 1.53 1.55 1.54 1.20

（２位） （９位） （20位） （13位） （16位） （47位）

2,619千円 2,407千円 2,732千円 3,068千円 3,048千円 5,348千円

（34位） （45位） （32位） （12位） （14位） （１位）

558.3千円 478.3千円 529.9千円 516.1千円 616.0千円 593.0千円

（17位） （37位） （31位） （33位） （４位） （８位）

15.2% 19.7% 20.6% 13.8% 21.4% 16.6%

（20位） （４位） （３位） （31位） （１位） （12位）

9.7% 14.3% 12.7% 13.9% 12.1% 15.7%

（40位） （８位） （18位） （12位） （23位） （２位）

12.1% 20.3% 9.7% 7.4% 7.6% 16.8%

（９位） （１位） （21位） （34位） （32位） （２位）

38.0% 31.6% 33.9% 36.1% 24.5% 30.2%

（10位） （33位） （23位） （15位） （46位） （37位）

44.0% 43.0% 33.0% 28.5% 31.7% 33.9%

（２位） （３位） （20位） （43位） （29位） （15位）

（出典）

区　分 2015年 2016年 2017年 2018年

1.78 1.75 1.72 1.74

（２位） （２位） （３位） （２位）

1.65 1.60 1.66 1.61

（７位） （11位） （７位） （９位）

1.54 1.56 1.54 1.53

（20位） （16位） （18位） （20位）

1.60 1.57 1.56 1.55

（12位） （15位） （14位） （13位）

1.60 1.58 1.57 1.54

（12位） （14位） （12位） （16位）

1.24 1.24 1.21 1.20

（47位） （47位） （47位） （47位）

就業構造

東京商工
リサーチ

島　根　県

鳥　取　県

広　島　県

岡　山　県

山　口　県

東　京　都

　各県の合計特殊出生率の推移

　参画マップ…全国女性の参画マップ（内閣府男女共同参画局・R元年12月作成）

参画マップ

参画マップ

参画マップ

　人口動態調査…厚生労働省「平成30年人口動態調査」

女性を取り巻く現状（中国地方各県・東京都）

　県民経済計算…内閣府「平成28年度県民経済計算」

　社会生活…総務省「2017家計調査」

　就業構造…総務省「平成29年就業構造基本調査」

　東京商工リサーチ…東京商工リサーチ「第９回全国女性社長調査」（R元年11月公表）

合計特殊出生率

1人当たり県民所得

実収入［勤労者世帯］（1世帯当たり
１ヶ月間）都道府県庁所在地

管理的職業従事者（会社管理職、管理的
公務員等）に占める女性割合

都道府県別女性社長率

都道府県の地方公務員管理職に占める女
性の割合

都道府県の地方公務員採用者（大卒程
度）に占める女性の割合

都道府県審議会等委員に占める女性割合

人口動態調査

県民経済計算

社会生活
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指　標 島根県 鳥取県 岡山県 広島県 山口県 東京都 出　典

74.6% 73.4% 68.0% 67.3% 67.2% 68.3%

（１位） （５位） （27位） （30位） （33位） （26位）

85.3% 84.2% 76.9% 75.1% 75.3% 76.5%

（１位） （４位） （26位） （36位） （34位） （27位）

3.6㌽ 2.9㌽ 7.1㌽ 8.0㌽ 6.5㌽ 13.1㌽

（９位） （１位） （30位） （35位） （23位） （45位）

55.5% 54.9% 49.8% 49.4% 45.9% 49.1%

（６位） （７位） （28位） （30位） （42位） （33位）

52.1% 51.9% 48.5% 46.0% 47.5% 49.3%

（７位） （８位） （21位） （26位） （23位） （18位）

58分/日 59分/日 71分/日 71分/日 62分/日 94分/日

（２位） （６位） （33位） （33位） （15位） （44位）

69分/日 76分/日 57分/日 90分/日 103分/日 121分/日

（37位） （31位） （45位） （８位） （２位） （1位）

407分/日 414分/日 426分/日 483分/日 446分/日 425分/日

（37位） （34位） （27位） （７位） （14位） （28位）

476分/日 490分/日 483分/日 573分/日 549分/日 546分/日

（38位） （33位） （34位） （５位） （12位） （14位）

　国勢調査……総務省「平成27年国勢調査」

社会生活

社会生活
６歳未満の子供を持つ世帯の家事･育児･
介護時間（夫婦）

働く女性

就業構造

国勢調査

社会生活

社会生活

＝働く女性を取り巻く現状＝

（出典）

　働く女性……厚生労働省「平成28年版働く女性の実情」（Ｈ27国勢調査より作成）

　就業構造……総務省「平成29年就業構造基本調査」

　社会生活……総務省「平成28年社会生活基本調査」

女性の労働力率
（生産年齢・15～64歳）

子育て世代の女性の労働力率
（25～44歳）

Ｍ字型カーブの窪みの浅さ

１日当たりの平均通勤・通学時間

６歳未満の子供を持つ世帯の家事･育児･
介護時間（男性）（従事時間が最も長い
のが１位）

６歳未満の子供を持つ世帯の家事･育児･
介護時間（女性）

国勢調査

国勢調査

夫婦共働き世帯の割合

女性の正規の職員・従業員の割合
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(順位) (千円) (順位) (千円) (順位) (％) (順位) (％) (順位) (％) (順位)

北 海 道  1.27  46  2,617  35  532.1  29  17.3  5  12.4  20 6.0  45

青 森 県  1.43  35  2,558  38  433.7  43  14.2  28  12.1  24 9.1  25

岩 手 県  1.41  36  2,737  31  553.7  21  12.3  38  12.2  22 6.2  42

宮 城 県  1.30  44  2,926  21  477.8  38  16.8  10  11.4  32 8.1  28

秋 田 県  1.33  42  2,553  39  460.5  42  12.0  40  9.8  39 4.9  47

山 形 県  1.48  28  2,758  30  604.3  7  16.7  11  9.0  45 11.4  14

福 島 県  1.53  20  3,005  16  611.8  5  13.7  32  10.5  37 6.2  43

茨 城 県  1.44  32  3,116  10  628.2  2  14.1  29  11.3  33 6.4  40

栃 木 県  1.44  32  3,318  3  557.3  19  10.6  45  12.0  26 8.1  29

群 馬 県  1.47  31  3,098  11  432.6  44  16.1  15  10.0  38 9.9  19

埼 玉 県  1.34  40  2,958  18  624.1  3  11.6  41  12.0  25 9.0  26

千 葉 県  1.34  40  3,020  15  567.0  13  13.3  35  13.9  11 7.1  37

東 京 都  1.20  47  5,348  1  593.0  8  16.6  12  15.7  2 16.8  2

神 奈 川 県  1.33  42  3,180  7  558.4  16  15.2  20  14.1  9 12.7  6

新 潟 県  1.41  36  2,826  27  528.2  32  12.7  36  8.8  47 10.9  15

富 山 県  1.52  23  3,295  5  590.9  9  10.9  44  9.1  44 13.2  5

石 川 県  1.54  16  2,908  23  651.2  1  16.1  15  9.1  43 9.8  20

福 井 県  1.67  7  3,157  8  586.5  10  9.3  46  9.0  46 11.6  12

山 梨 県  1.53  20  2,873  26  541.7  26  11.5  43  14.8  6 10.6  17

長 野 県  1.57  12  2,882  25  461.7  41  8.4  47  9.5  41 7.5  33

岐 阜 県  1.52  23  2,803  28  546.0  24  14.8  23  9.2  42 14.5  3

静 岡 県  1.50  26  3,300  4  542.4  25  17.2  7  11.0  36 10.0  18

愛 知 県  1.54  16  3,633  2  563.0  14  13.5  34  13.1  15 8.9  27

三 重 県  1.54  16  3,155  9  535.7  28  15.1  22  12.2  21 9.2  24

滋 賀 県  1.55  13  3,181  6  577.6  12  14.8  23  11.1  35 9.6  22

京 都 府  1.29  45  2,926  22  432.4  45  16.1  15  12.9  16 13.3  4

大 阪 府  1.35  39  3,056  13  462.0  40  11.6  41  14.8  5 7.1  36

兵 庫 県  1.44  32  2,896  24  375.8  47  15.4  18  14.0  10 11.5  13

奈 良 県  1.37  38  2,522  40  554.8  20  14.5  25  14.4  7 6.8  38

和 歌 山 県  1.48  28  2,949  19  487.5  36  12.5  37  11.3  34 5.9  46

鳥 取 県  1.61  9  2,407  45  478.3  37  19.7  4  14.3  8 20.3  1

島 根 県  1.74  2  2,619  34  558.3  17  15.2  20  9.7  40 12.1  9

岡 山 県  1.53  20  2,732  32  529.9  31  20.6  3  12.7  18 9.7  21

広 島 県  1.55  13  3,068  12  516.1  33  13.8  31  13.9  12 7.4  34

山 口 県  1.54  16  3,048  14  616.0  4  21.4  1  12.1  23 7.6  32

徳 島 県  1.52  23  2,973  17  546.0  23  17.0  8  13.7  13 10.7  16

香 川 県  1.61  9  2,945  20  548.2  22  15.4  18  12.6  19 12.4  7

愛 媛 県  1.55  13  2,656  33  530.2  30  16.9  9  11.4  31 6.3  41

高 知 県  1.48  28  2,567  37  558.1  18  16.4  14  12.7  17 11.6  11

福 岡 県  1.49  27  2,800  29  610.3  6  17.3  5  15.6  4 12.2  8

佐 賀 県  1.64  8  2,509  43  584.3  11  14.5  25  11.8  28 9.5  23

長 崎 県  1.68  6  2,519  41  514.6  34  20.7  2  11.9  27 7.8  30

熊 本 県  1.69  5  2,517  42  506.1  35  14.5  25  13.2  14 6.7  39

大 分 県  1.59  11  2,605  36  560.5  15  14.1  29  15.7  3 7.3  35

宮 崎 県  1.72  3  2,407  46  472.4  39  13.7  32  11.5  30 6.1  44

鹿 児 島 県  1.70  4  2,414  44  536.4  27  12.3  38  11.8  29 7.7  31

沖 縄 県  1.89  1  2,273  47  417.1  46  16.5  13  20.7  1 11.6  10

全 県 計  1.42 －  3,217 －  533.8 －  14.8 －  13.5 － 10.3 －

内閣府
「全国女性の参画

マップ」

令和元年12月作成

都道府県管理職員

に占める女性の

割合

出典
内閣府

「平成28年度県民

経済計算」

実収入

［勤労世帯］

（１世帯当たり

１ヶ月）

都道府県庁所在地

総務省

「2017家計調査」

管理的職業従事者
（会社管理職、管
理的公務員等）に

占める女性の割合

総務省
「平成29年就業構

造基本調査」

１人当たり
県民所得

合計特殊
出生率

厚生労働省
「平成30年人口動

態調査」

都道府県

都道府県別
女性社長率

東京商工リサーチ
「第9回全国女性社

長調査」

女性を取り巻く現状（全国） 
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(％) (順位) (％) (順位) (％) (順位) (％) (順位) (ﾎﾟｲﾝﾄ) (順位) (％) (順位)

北 海 道 30.1  38 33.3  18 66.3  39 74.6  39  6.9  28  44.5  44

青 森 県 34.6  20 31.3  31 69.3  17 81.1  12  3.0  2  51.5  17

岩 手 県 36.2  14 30.9  34 71.0  13 81.5  10  3.1  3  53.7  12

宮 城 県 30.3  36 30.5  36 65.9  41 75.6  32  6.7  26  48.8  34

秋 田 県 29.9  39 24.0  47 71.1  12 83.3  6  3.5  7  51.4  19

山 形 県 38.8  7 35.8  11 73.5  4 84.9  2  3.5  7  57.9  2

福 島 県 27.8  43 33.0  21 68.9  20 78.5  18  4.5  17  52.0  16

茨 城 県 28.3  41 31.2  32 66.4  37 75.2  35  7.1  30  50.3  26

栃 木 県 38.5  9 34.7  13 67.3  30 75.4  33  7.0  29  51.2  21

群 馬 県 27.6  44 32.8  22 68.8  21 77.4  24  6.5  23  51.1  22

埼 玉 県 33.6  24 38.2  5 65.6  43 72.9  43  12.2  44  46.5  40

千 葉 県 34.4  22 28.6  42 65.7  42 73.1  42  12.0  43  45.4  43

東 京 都 30.2  37 33.9  16 68.3  26 76.5  27  13.1  45  49.1  33

神 奈 川 県 28.1  42 28.5  44 64.5  44 71.6  46  15.4  47  46.3  41

新 潟 県 30.6  34 35.8  12 72.1  8 83.3  7  4.0  14  54.7  8

富 山 県 35.5  17 29.2  40 73.9  3 84.0  5  3.8  10  57.1  3

石 川 県 34.5  21 37.4  7 72.8  6 83.0  9  3.8  10  56.1  4

福 井 県 37.3  13 31.9  25 74.2  2 84.6  3  3.4  5  60.0  1

山 梨 県 35.2  19 27.6  46 69.2  18 78.5  19  6.4  21  54.1  9

長 野 県 37.4  12 37.4  6 71.8  9 78.5  20  7.3  32  55.9  5

岐 阜 県 33.3  26 35.9  10 69.9  15 77.1  25  8.4  36  53.8  10

静 岡 県 38.9  6 32.7  23 69.7  16 76.1  29  8.4  36  53.1  13

愛 知 県 26.2  45 32.0  24 66.9  34 73.1  41  10.4  40  50.9  23

三 重 県 42.7  4 29.1  41 68.4  25 76.1  28  7.6  33  50.9  23

滋 賀 県 36.0  16 33.9  15 66.7  35 73.7  40  9.8  39  51.5  17

京 都 府 32.8  28 34.1  14 66.4  38 75.7  31  8.9  38  46.8  38

大 阪 府 32.6  29 31.0  33 64.5  45 72.6  44  11.4  41  44.0  46

兵 庫 県 32.3  32 31.9  27 63.9  46 71.9  45  11.5  42  44.5  44

奈 良 県 37.9  11 29.8  39 61.1  47 71.1  47  13.3  46  42.0  47

和 歌 山 県 38.6  8 28.4  45 66.0  40 74.7  38  6.4  21  47.3  37

鳥 取 県 31.6  33 43.0  3 73.4  5 84.2  4  2.9  1  54.9  7

島 根 県 38.0  10 44.0  2 74.6  1 85.3  1  3.6  9  55.5  6

岡 山 県 33.9  23 33.0  20 68.0  27 76.9  26  7.1  30  49.8  28

広 島 県 36.1  15 28.5  43 67.3  31 75.1  36  8.0  35  49.4  30

山 口 県 24.5  46 31.7  29 67.2  33 75.3  34  6.5  23  45.9  42

徳 島 県 43.8  3 48.9  1 67.7  28 78.7  15  4.3  16  49.2  32

香 川 県 45.9  2 33.6  17 68.6  23 77.9  21  6.7  26  49.3  31

愛 媛 県 46.6  1 30.5  35 67.6  29 75.9  30  6.5  23  48.1  35

高 知 県 32.6  30 29.9  38 72.1  7 83.3  8  3.4  5  51.3  20

福 岡 県 30.5  35 33.3  18 66.4  36 75.1  37  7.7  34  46.6  39

佐 賀 県 33.5  25 40.0  4 71.2  11 81.0  13  3.8  10  53.8  10

長 崎 県 32.4  31 31.6  30 68.5  24 78.6  17  4.9  18  49.7  29

熊 本 県 39.5  5 30.3  37 70.7  14 80.7  14  4.1  15  52.6  14

大 分 県 33.2  27 31.9  26 68.7  22 77.5  23  6.1  20  48.0  36

宮 崎 県 35.3  18 36.5  9 71.3  10 81.4  11  3.1  3  52.1  15

鹿 児 島 県 28.9  40 36.6  8 69.0  19 77.7  22  6.0  19  50.2  27

沖 縄 県 23.3  47 31.8  28 67.3  32 78.7  16  3.9  13  50.6  25

全 県 計 32.7 － 33.0 － 67.3 － 75.6 －  8.7 －  48.8 －

Ｍ字型カーブの
窪みの浅さ

厚生労働省

「平成30年版働く
女性の実情」

（H27国勢調査より
作成）

夫婦共働き
世帯の割合

総務省
「平成29年就業構

造基本調査」

女性の労働力率

（生産年齢・

15～64歳）

都道府県の地方
公務員採用試験
（大卒程度）に占

める女性の割合

子育て世代の

女性の労働力率

（25～44歳）

総務省
「平成27年国勢調

査」

都道府県

出典
内閣府

「全国女性の参画マップ」

令和元年12月作成

都道府県の審議会

等委員に占める

女性の割合

総務省
「平成27年国勢調

査」
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(％) (順位) (時間.分) (順位) (分/日) (順位) (分/日) (順位) (分/日) (順位) (順位)

北 海 道  42.2  44  1.01  11  61  42  489  5  550  11  8.02  46

青 森 県  50.2  13  0.58  2  74  34  405  38  479  36  5.47  27

岩 手 県  50.3  12  1.01  11  99  4  365  43  464  41  3.69  3

宮 城 県  47.4  24  1.08  28  85  15  462  11  547  13  5.44  24

秋 田 県  52.5  6  0.58  2  90  8  312  47  402  47  3.47  1

山 形 県  55.9  1  1.00  9  79  25  383  41  462  42  4.85  11

福 島 県  51.6  10  1.05  25  70  35  373  42  443  44  5.33  19

茨 城 県  43.1  36  1.19  38  57  45  414  34  471  39  7.26  42

栃 木 県  43.8  30  1.09  30  95  7  518  1  613  1  5.45  26

群 馬 県  43.3  33  1.09  30  102  3  458  12  560  10  4.49  8

埼 玉 県  41.5  47  1.36  45  89  10  478  8  567  6  5.37  21

千 葉 県  42.2  43  1.42  46  87  13  505  4  592  3  5.80  33

東 京 都  49.3  18  1.34  44  121  1  425  28  546  14  3.51  2

神 奈 川 県  43.0  38  1.45  47  75  32  487  6  562  9  6.49  39

新 潟 県  51.0  11  1.05  25  78  28  349  46  427  45  4.47  7

富 山 県  53.7  3  1.02  15  65  40  441  18  506  27  6.78  40

石 川 県  51.7  9  1.02  15  81  21  420  32  501  29  5.19  15

福 井 県  53.9  2  0.59  6  81  21  364  44  445  43  4.49  9

山 梨 県  43.2  35  1.02  15  77  30  458  12  535  15  5.95  36

長 野 県  44.9  29  1.02  15  82  20  421  31  503  28  5.13  14

岐 阜 県  42.5  42  1.09  30  68  38  440  19  508  26  6.47  38

静 岡 県  43.6  31  1.08  28  81  21  436  23  517  22  5.38  22

愛 知 県  41.8  45  1.19  38  89  10  506  3  595  2  5.69  32

三 重 県  42.9  39  1.11  33  84  18  439  22  523  17  5.23  16

滋 賀 県  41.8  46  1.14  36  79  25  434  25  513  23  5.49  28

京 都 府  42.8  40  1.20  40  60  43  515  2  575  4  8.58  47

大 阪 府  43.1  37  1.25  42  85  15  445  15  530  16  5.24  17

兵 庫 県  42.6  41  1.21  41  85  15  478  8  563  7  5.62  30

奈 良 県  43.3  34  1.33  43  79  25  443  16  522  19  5.61  29

和 歌 山 県  43.4  32  1.03  20  57  45  423  30  480  35  7.42  43

鳥 取 県  51.9  8  0.59  6  76  31  414  34  490  33  5.45  25

島 根 県  52.1  7  0.58  2  69  37  407  37  476  38  5.90  35

岡 山 県  48.5  21  1.11  33  57  45  426  27  483  34  7.47  44

広 島 県  46.0  26  1.11  33  90  8  483  7  573  5  5.37  20

山 口 県  47.5  23  1.02  15  103  2  446  14  549  12  4.33  6

徳 島 県  53.6  4  1.04  23  87  13  435  24  522  19  5.00  13

香 川 県  49.7  16  1.01  11  81  21  397  40  478  37  4.90  12

愛 媛 県  47.7  22  1.01  11  70  35  424  29  494  32  6.06  37

高 知 県  53.5  5  1.03  20  78  28  440  19  518  21  5.64  31

福 岡 県  46.0  27  1.14  36  58  44  443  16  501  29  7.64  45

佐 賀 県  49.7  15  1.00  9  96  6  415  33  511  25  4.32  5

長 崎 県  49.5  17  1.06  27  83  19  440  19  523  17  5.30  18

熊 本 県  49.8  14  1.03  20  68  38  399  39  467  40  5.87  34

大 分 県  49.1  20  0.57  1  88  12  475  10  563  7  5.40  23

宮 崎 県  49.2  19  0.59  6  75  32  352  45  427  45  4.69  10

鹿 児 島 県  47.1  25  0.58  2  63  41  434  25  497  31  6.89  41

沖 縄 県  45.2  28  1.04  23  99  4  414  34  513  23  4.18  4

全 県 計  45.5 －  1.19 －  83 －  454 －  537 －  5.47 －

女性の正規の

職員・従業員の

割合

総務省
「平成27年国勢調

査」

1日当たりの

平均通勤時間・

通学時間
都道府県

出典

6歳未満の子供を

持つ世帯の

家事･育児･介護

時間（夫婦の比率

(女性/男性)）

総務省

「平成28年社会生活基本調査」

6歳未満の子供を
持つ世帯の

家事･育児･介護

時間（男性）

6歳未満の子供を
持つ世帯の

家事･育児･介護

時間（女性）

6歳未満の子供を
持つ世帯の

家事･育児･介護

時間（夫婦）


